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２月１２日（火）１４：００～１５：００第１回　検数労連１９春闘交渉（要求書提出）


１９春闘スタート！本給一律『２万円』を要求。その他、産別課題や


『働き方改革』による休暇の消化など、多岐に亘る項目を要求する！


























　１月２９日（火）～３０日（水）


に開催された第７０回検数労連中央委員会で１９春闘要求全般にわたり論議を行った結果、左記の要求内容で全体確認がされ、２月１２日（火）の第１回検数労連１９春闘交渉で、要求書の提出を行いました。





【第１回交渉】


　組合は要求提出にあたり、先般、行われた検数労連第７０回中央委員会において１９春闘全般に対しての論議を行った。


　中央委員会の中で、各地域より今春闘に対する様々な意














































































































要　求　書





２０１９年度賃金引き上げ及び諸労働条件の改善に関し、下記の事項を要求いたします。


１．賃金引き上げについて


（１）基本給については、下記の基準にもとづいて引上げること。


　①　一律２０，０００円


　②　職員以外の従業員および休職者も同じ扱いとすること。


　③　性別、身分、地域による差別および協会査定は一切行わないこと。


　④　病欠・通災による定期昇給の減額については、翌年の賃金改定時


に復元すること。


　


２．労働時間短縮について


（１）労基法にもとづく週４０時間制については、全国・全事業所を対


象に実施すること。


（２）５・９産別協定の完全実施に向け、具体的な労使協議に入ること。


（３）時間外上限規制については、産別確認にもとづき『３６協定』を


全事業所で締結し実施すること。


（４）長時間労働の解消については、中央労使および各地区労使にて時


短小委員会（仮称）等を設置し、長時間労働の解消をはかること。





　３．春闘協定等にもとづく継続課題の履行について


（１）港湾春闘協定にもとづき、下記の項目について誠意をもって対応


し、到達させること。


　①　週休２日制を２０２０年までに完全実施させること。


　②　時間外分母を６大港船内沿岸に合わせるべく１年１時間減を目途


に２０２５年までに実現させること。


　③　６５才定年制の実施に向け、協議に入ること。





　4．　全国港湾および地域港湾が決定した方針にもとづく要求課題等に


は誠意を持って対応すること。とりわけ、検数検定小委員会での協


議には積極的に対応すること。





　５．安全衛生問題について、労働災害の撲滅に向け、中央労使および


各地区労使による安全衛生対策の強化をはかること。





　６．自然災害への対応について、各企業ではBCP（事業継続計画）や防災・危機管理の重要性が改めて見直されている。両協会においても労働者の安全を第一義とした防災対応マニュアル等を作成し、労働者への周知と定期的な防災訓練をおこなうこと。





　７．従業員の生活防衛と労基法を擁護し、平和な日本を守る立場から、下記の項目について反対すること。


　　①安保法制の発動、憲法改悪について　②消費税増税について


　　③労働法制改悪について　　　　　　　④社会保障に改悪について





　８．地域および企業別（中央・地域）要求に対して、誠意を持って回答すること。とりわけ、人員不足に対応するため、積極的な『人員増』を各社で取り組むこと。





以上





















































　





見や要望が出され、論議された内容を加味して『１９春闘要求書』をまとめた。


　今年の春闘は、政治課題として『労基法の改正』や昨今、全国的に起きている自然災害対策など多岐に亘る内容を網羅した要求となっていることを理解願いたい。


　要求に対する趣旨説明では、港湾政策課題と国民的諸課題を結合させながら、検数労働者の人員と職域確保、生活基盤の安定、そして、国民のいのちと平和なくらしを守る政治への転換を中央委員会で全体確認した。とりわけ、働き方改革の具体的な実践として『人員確保・長時間労働






















































































































































































































































































解消・人材育成強化』の職場３.課題を議論の中心に捉えながら、中央と地域、職場の共通認識として様々な角度から議論し、両協会に対して安心して働き続けられる職場づくりに向けた対策、対応を求める。


　賃金の引き上げについては、組合員の生活実態等を重く受け止めつつ、港湾産別が提起した６％以上の賃金引き上げ要求率を踏まえた上で、検数労連独自の賃金比率を基本とした『理論モデル本給』を目標とし、全体的な賃金の底上げや生活基盤の安定を念頭に本給一律『２万円』を要求する。とりわけ、日検協会

































































































































































































































































については１８春闘での『文書確認メモ』に基づき、一律回答を強く求める。


　


【日検協会】


　現在、事業計画を作成中であり、３月中旬位には固まってくる予定でいる。要求書については持ち帰り検討していきたい。また、昨年の経緯については申し伝えておく。


【全日検】


　様々な課題が山積する中で、厳しい状況には変わりはないが、要求書を持ち帰り回答構築に向け、検討していきたい。









































































































































































































































第２回　検数労連１９春闘交渉


事務局調整となります。




















　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


